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東証のアンケート調査より 

【要約】 

■コーポレート・ガバナンスに関連して、社外取締役や、執行役員制度が話題となることがある。 

■しかしながら、「社外取締役の選任状況」や「執行役員制度の導入状況」を把握しようとすると困

難を伴う。 

■今年 7 月 29 日に東証が公表した「コーポレート・ガバナンスに関するアンケートの調査結果につ

いて」の中に、この「社外取締役の選任状況」や「執行役員制度の導入状況」に関する記述が存在

する。 

 

 

 

１．東証のコーポレート・ガバナンスに関するアンケート調査 
 

○東京証券取引所（以下、東証）は、今年 7 月 29 日に 4 度目のコーポレート・ガバナンスに関する

アンケート調査の結果を公表した（注 1）。 

 

（注 1）東証の次の HP 参照。 

    http://www.tse.or.jp/listing/cg/enquete/index.html 

 

○このアンケート調査の結果は、平成 17 年 3 月 31 日時点で東証に上場する内国会社 2,261 社（優先

出資証券の発行者を含む。）を対象としてアンケート用紙を送付して、対象会社の 61.0％である

1,379 社から回答を得た結果である。 

 

○アンケート調査の実施時期は、以下のとおりである。 

・アンケートの発送  ： 平成 17 年 3 月 31 日 

・アンケート回答期限 ： 平成 17 年 4 月 29 日 

 

○ここでは、このアンケート調査の結果の中から、「社外取締役の選任状況」と、「執行役員制度の

導入状況」に関するごくごく基礎的な数字を紹介する。 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 (２／３) 

 

２．社外取締役の選任状況 
 

社外取締役を選任していると回答した会社は、1,379 社中、560 社（40.6％）となっている。 

 

 

 

 ＜社外取締役の選任状況について＞ 
 

 

人数 社数 割合（％） 

10 人以上 ３ ０．２

6 人以上 10 人未満 １５ １．１

5 人 １２ ０．９

4 人 ２７  ２．０

3 人 ６２ ４．５

2 人 １４８  １０．７

1 人 ２９３  ２１．２

0 人 ８１６  ５９．２

回答なし ３  ０．２

合計 １，３７９  １００．０

 

 

全取締役に占める 

社外取締役の割合 

社数 割合（％） 

50％以上 100％  ３９ ２．８

40％以上 50％未満 ３５ ２．５

30％以上 40％未満 ４８  ３．５

20％以上 30％未満 １３０ ９．４

10％以上 20％未満 ２０９ １５．２

10％未満(0％を除く)  ９９  ７．２

0％  ８１６ ５９．２

回答なし ３  ０．２

合計 １，３７９ １００．０

 

（出所）東証、「コーポレート・ガバナンスに関するアンケートの調査結果について」（平

成 17 年 7 月 29 日公表）より 

 

 

 

「社外取締役」とは、次の条件をみたした取締役のことである（商法 188 条 2 項 7 号の 2）。

①その会社の業務を執行しない。 

②過去に、その会社又は子会社の業務を執行する取締役、執行役又は支配人その他の

使用人であったことがない。 

③現在、子会社の業務を執行する取締役もしくは執行役、又はその会社もしくは子会

社の支配人その他に使用人ではない。 

 



 

 (３／３) 

 

 

３．執行役員制度の採用状況 
 

監査役設置会社において、執行役員制度を既に導入済み又は導入することを決定していると回答した

会社は、1,317 社中、649 社（49.3％）となっている。 

 

 

 

 

＜執行役員制度の導入について（監査役設置会社のみ）＞ 
 

回答内容 社数 割合（％） 

ａ．既に導入済み又は導入す

ることを決定している 
６４９  ４９．３

ｂ．導入することを検討して

いる 
１０６  ８．０

ｃ．導入する予定はない 

 
４５２ ３４．３

ｄ．分からない 

 
１１０ ８．４

回答合計 １，３１７  １００．０

 

（出所）東証、「コーポレート・ガバナンスに関するアンケートの調査結果について」（平

成 17 年 7 月 29 日公表）より 

 

 

 

 

 

「執行役員」とは、平成 9 年のソニーの導入以来、多くの会社で採用されてきた法定外の

制度である、トヨタの常務役員などもこれに含められよう。業務執行と監督の分離が図ら

れていない取締役会制度を採る従来型の会社（監査役設置株式会社のこと）において、米

国のような分離の要素を取り入れるべく導入された制度である。もっとも、取締役数を減

少させて取締役会の規模の適正化を図るなどの目的で行われた事例もあったといわれる。

〔以上「岩波 現代経済学事典」（岩波書店）より抜粋の上、一部変更を加えた。〕 

 

 

 

 

 


